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１．はじめに
　ご紹介頂きました大阪大学の土井勉です。どうぞ宜しくお願い致します。
　先ず簡単に自己紹介をさせていただきます。私は工学部の土木工学科出身ですから、ものをつく
ることと、それらの計画をつくることに取り組んで来ました。土木の中でも都市交通計画を学生の
時に勉強をして、大学院もこのテーマで修論を書きました。
　1976年に大学院修士課程を修了して京都市役所に入りました。京都市役所で15年間都市計画行政、
区画整理事業や市街地再開発事業の担当、水道事業の担当などをしていました。その中では都市計
画行政について一番長く担当しました。
　その後、京都市を円満に退職して阪急電鉄株式会社と言う鉄道会社に転職しました。阪神・淡路
大震災は1995年ですから、阪急電鉄で経験しました。すごい震災でした。阪急神戸線等もずたずた
になり、早期の復旧や電車が停まっている間の代替輸送など様々な活動を身近に体験することがで
きました。行政と鉄道会社に身を置く事が出来たのは、私の人生にとっては、大変に有り難い事だ
と思っています。阪急電鉄にいるときに地域イメージに関する研究で京都大学から博士（工学）の
学位をいただくことができました。
　阪急電鉄の後は神戸国際大学経済学部に採用いただきました。その後、京都大学大学院工学研究
科・医学研究科安寧の都市ユニットに転職をしました。そして、現在は大阪大学の CO デザインセ
ンターに在籍しています。
２．交通の意味
　さて、左のスライドをご覧下さい。ＡかＢか、皆さん、どち
らのまちが好きですか？Ａは０。全員Ｂですね。Ａはいない。
　では何故Ｂなのでしょうか。聴衆が100人いらっしゃった
ら、３％～５％の方がＡに手を上げられます。で、「どうして
Ａなのか？」と聞くと、「便利そう」あるいは「車で走りやす
そう」と言う答えが返ってきます。我が国にはＡのまちは一
杯あります。都市部から郊外にいくバイパスではこんな町並図 -１　どちらのまちが好きですか？
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が多いです。岡山の中にもこうしたまちがたくさんあります。
　一方のＢですが、こちらは歩いて楽しめるまちです。ＡとＢとではまちの見かけが全然違います。
Ａでは、自動車のスピードに合わせて町並が形成されています。看板も大きくて原色で、しかもア
イコンとしてシンプルなコンビニエンスストア・レストラン・ガソリンスタンド等が多く立地して
います。自動車型のまちです。一方、Ｂは京都市の木屋町通というところですが、人々がそぞろ歩
きをしながら通る道なのです。ここでは、ロードサイドのような大きな看板ではなく、暖簾や提灯
がお店のサインになっている。歩く人とっては、これぐらいの大きさで十分なサインになるのです。
お店のサイズも小さなものが多くなります。駐車場もありません。
　さて私達が、高度経済成長期の頃からつくり続けてきたのは、どんなまちだったのでしょうか。
もうおわかりのように、自動車が走行しやすいＡのような道路とそれにつながるまちを作ってきた
のです。
　では、なぜ？こうした道路をつくって来たのでしょうか。自動車は自分の好きな時間に行きたい
ところにドアからドアに行くことができる大変に便利な乗り物です。その便利さを阻害するのが渋
滞ですね。そこで自動車の渋滞問題を解消するためには自動車が走りやすい道路を整備する必要が
あったからです。
　渋滞に巻き込まれた人たちが、その時間を有効に活用し生産的な活動をしていたとすると、一体
いくら位の損失になるのだろうか？と考える人たちも多くいます。
　渋滞によって年間で約12兆円の損失になると言われています。経済学でいう機会費用になります。
全国の渋滞時間の合計が約38億時間、一人当たり１時間で2,400円程度の時間単価、一台の自動車に
平均で1.3人乗車していると考えられているようです。これらを積算すると合計約12兆円になるので
す。渋滞で年間に失われる12兆円に対して渋滞解消を目的として道路整備が行われてきたのです。
便利で快適な自動車走行を確保するために既成市街地において道路拡幅をするためにＢの様なまち
を壊すこともありました。自動車を使いやすく便利で快適なまちをつくることに懸命に努力をして
きた時代があったわけです。
３．総交通量減少の時代へ
　便利で快適な自動車走行環境をつくってきた訳ですが、我が国は皆様もご承知の少子・高齢化と
いう人口構造の変化に加えて、人口そのものが減少する時代になりました。総人口が減少すると､
出歩く人の数が減っています。ですから総交通量が減少するのは当たり前のように感じます。しか
し、人口減少の影響に加えてさらに交通量が減少する状況にあります。
　近畿圏を例に人口の推計結果を紹介すると2010年で約2,000万人の人口ですが、これが2030年にな
ると10% 減少の1,800万人になるとされています。
　さて、パーソントリップ調査など交通に関する調査研究を行う場合に、一人のひとが一日に交通
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をする量（単位をトリップと言います）を生成原単位と言います。この生成原単位はこれまで大き
く変化しないとされていました。ですから、将来交通量を推計する際に基本的な指標となっていま
した。しかし、近年、20歳代～40歳代の働き盛りの世帯で減少傾向になっていることがわかりまし
た。これは近畿だけでなく、東京都市圏、中京都市圏でも似た傾向となっています。
　その原因についても様々な分析を私たちも行っていますが、一つは若者たちが自動車の運免許証
を持たなくなってきたことがあります。これの背景には非正規雇用の増加に伴う年収の減少などが
あるかと思います。なお、インターネットによる買物（ネット通販）の増加や Facebook など SNS
（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）によるバーチャルな友人関係の増加が生成原単位減少
の背景にあるのではないかと考えて調査をしたのですが、意外にネットを長時間やっている人たち
の方が外出も多いという結果になっています。ネットをしない人たちは外出もしないような状況に
あるようです。そのような人達が増えていると考えられます。
４．2030年の交通量
　こうして減少傾向にある生成原単位と減少しつつある総人口との積算をすると、求められる将来
の総交通量も減少することになります。近畿圏では2030年には2010年に比べて人口は10% 減少でし
たが、総交通量は16% もの減少となります（表 -１）。この推計の仮定として、我が国が移民の方々
を大量に受け入れる等の社会構造の大きな変化は入っていません。あくまでも人口構造の変化をベ
ースに将来交通量の推計をしたものです。
表 -１　2010年→2030年の交通量の推計結果（近畿圏）1）（単位：千トリップ）
鉄　道 バ　ス 自動車 バイク 自転車 徒　歩 合　計
2010年 16,485 2,295 32,116 3,249 15,944 19,812 90,294
2030年 12,965 2,200 26,636 2,597 13,378 17,339 75,445
変　化 78.6％ 95.9％ 82.9％ 79.9％ 83.9％ 87.5％ 83.6％
出　勤 登　校 自　由 業　務 帰　宅 合　計
2010年 13,242 5,826 25,371 8,626 37,228 90,293
2030年 10,745 3,460 25,515 4,732 30,993 75,445
変　化 81.1％ 59.0％ 100.1％ 54.9％ 83.3％ 83.6％
　表 -１の上の表が交通を行う際に利用される交通手段別の2010年の値と推計した2030年の交通
量、下の表が交通の目的別の交通量です。上の表から2030年には鉄道は現在（2010年）に比べると
約21% の減少、自動車も約17％程度の減少となると推計できます。バスは高齢者が多く使うことも
あり、減少の割合は小さくなっています。ただ、バスの場合は、バスを使って鉄道駅に行き、そこ
から鉄道で移動する場合は鉄道の交通としてカウントされます。ここでバスの交通として記載され
ているのは、バスを使って鉄道を利用する交通を除いたバス利用の交通ということになります。で
すから、バスも鉄道と同程度に減少する場合もあるということになります。
　さて、現状に比べて２割程度利用者が減少するとなると鉄道にとっては、同じ割合だけ運賃収入
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も減少することが考えられます。鉄道は極めて固定費が高い事業ですから、２割の運賃収入の減少
は経営に大きなダメージを与えることが想定できます。そして鉄道会社はこのダメージを回避する
ために、少しずつサービスを低下させることが考えられます。
　一方、自動車交通も２割近く減少します。道路からは渋滞が年々減少していくことが想定されま
す。道路は自動車交通量が減少して走りやくなる。するとサービスが低下した鉄道から自動車にシ
フトする人たちも出てくるかも知れません。鉄道の利用者数は一層減少し、さらに自動車にシフト
していく人たちが増加することが考えられます。
　こうした傾向が続けばバスや鉄道のような地域公共交通は次第に経営が苦しくなり、撤退してい
く路線・系統や事業者が増えてくることが想定できます。
　また道路についても、これまでは道路の容量が不足から渋滞があり、それを解消する方法として
都市高速道路などを整備してきました。しかし、平面の道路の渋滞が自動車交通量の減少により緩
和されると、有料の高速道路は使われなくなる可能性があります。高速道路が使われずにインフラ
の遺構となる可能性があります。
５．総交通量減少時代に期待されること ー モビリティの確保
　我々が将来交通量の推計をするのは、将来待ち受ける課題を事前に察知して、その対策を練るこ
とが目的です。ですから、こうしたデータをもとに次の一手を考える必要があります。
　そのヒントになるのが、表 -１の下段の表です。これは目的別に2030年の交通を推計したもので
す。これを見ると通勤・通学は大きく減少します。朝・夕のラッシュ時をピーク時として、これま
でのように交通計画を策定していた基本的な考え方を変える必要があります。一方で自由目的の交
通はほとんど減少しません。自由目的の交通には、買物、通院、社交、習い事、交遊、送迎などが
含まれます。これらの交通は減少しません。そして、これらの交通が行われるのは、朝や夜よりも、
これまでオフピーク時といわれていた昼間時間帯に多いと考えられます。これからの交通政策では
通勤通学時以外の時間帯についてもきちんと考えることが重要だということになります。
　また道路についても、混雑や渋滞が減少した機会を捉えて平面道路と高速道路との役割の分担を
見直すことで、どちらも有益なインフラとして使っていくことが期待されるようになります。
　総交通量減少が明確に見えて来た我々は、自動車交通とバスや鉄道などの地域公共交通を、まち
のインフラとしていかに再整備していくのかという政策立案をする好機が到来したと考えられます。
　自動車やバス、鉄道のように個別の交通手段ごとに解決策を考えるのではなく、地域公共交通や
自転車・歩行も含めて人々の移動しやすさ＝モビリティの確保を如何に実現していくのかを考え
る、政策立案していく時代になってきたということです。
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６．道路空間の再配分
　自動車交通の減少をチャンスととらえて人々のモビリティを確保する方策の一つとして「道路空
間の再配分」があります。これまで自動車を円滑に通すために確保していた車線＝空間に対して、
総交通量減少を背景として、例えば、2015年に竣工した京都市の四条通のように歩道を拡幅するこ
とや、現在、話題になっている自転車の通行帯を確保すること、さらには LRT（次世代型路面電
車）や BRT（バス高速輸送システム）などについての導入空間を確保することなどにより、より魅
力ある都市空間を実現していく可能性が見いだせると思います。
　ただ、道路空間再配分については、既存の自動車利用者も多数存在することから、地域で利益相
反する人たちが存在することが考えられます。そこで、道路空間の再配分をする際には再配分によ
り便益を受ける人たちだけでなく、不便を被る人たちにも一つのテーブルを囲んでまちのあり方を
議論することで、望ましい方向を見いだすことが望ましいことと考えられます。これが「交通まち
づくり」という考え方です。
　なお、道路空間の再配分は、「空間」の再整備だけでなく、道路を使う「時間」の再配分や、その地
域にいる人たちの道路に対する「気持ち」の再配分などを含んで実行することが望ましいと思います。
　なお、こうした都市内の道路空間の再配分は世界中の魅力ある大都市では、既に実施していると
ころが多くあります。例えば、韓国のソウルはかつて市内中心を流れていた河川（清渓川）に蓋を
架けて高架道路としていましたが、河川を再生し、車道を減らし、人々の移動についてはバスや地
下鉄を徹底的に使いやすくすることで利用交通手段の転換を図りまちに賑わいを生み出す政策を実
施しています。
　ニューヨークでも都心の中心であるタイムズ・スクエアを歩行者中心の場所に転換しています。
同様のことは、ロンドンのエキシビション・ロードなど世界各地で増えつつあります。
７．ますます重要になる地域公共交通の役割
　総交通量が減少していく時代になればなるほど、自動車などの個別輸送システムではなく、乗合型
の輸送システムである鉄道やバスの役割が重要になってきます。これは都市のあり方として、郊外に
拡散して人々が住まうよりも、まちに集まって住む
コンパクトシティの考え方とつながっているので
す。人々が集まって住み、活動をするためには、交
通システムが重要となります。その場合の交通シス
テムは人口密度の高いところでは、自動車だけでな
く、都市空間を効率的に使って移動を支える地域公
共交通が重要であることは、図 -２からも感覚的にも
わかることだと思います。この写真から、50人の人
図 -２　自動車と公共交通の輸送力は桁違い
　　　　（高岡市エコライフ撮影会写真より）
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たちを運ぶために自動車と路面電車とでは道路空間を占用する量が大きく異なることがわかります。
　同じ都市空間であれば、鉄道は自動車と比較して約77倍の輸送力があると言われています。都市
においては物流などへの対応として自動車も重要ですが、人の移動を適切にサポートする地域公共
交通の役割が重要となります。
８．地域公共交通の現状
　しかし、これまではモータリゼーションの進行により、人々は自動車が走りやすい環境を求め、
また自宅にガレージを確保するために、地価の高い都心部から郊外部へと居住地の外延化が進行し
ていきました。
　さらに我が国では1990年代後半頃から生産年齢人口（15歳～64歳）の減少傾向がはじまりました。
こうしたモータリゼーションの進行と人口構造の変化は、人が集積している地域を沿線・路線とす
ることで成立していた地域公共交通の利用者の減少をもたらすことになります。利用者が減少する
と運賃収入が減少します。そこで収支のバランスをとるためにはコストを下げることになります。
コストを下げるということは、現場ではサービスが低下することになります。毎時10分ごとに来て
いたバスが20分ごとのダイヤになったりするわけです。サービスが低下すると、当然利用者は減少
します。利用者が減少すると更に運賃収入が減少…という「負のスパイラル」に陥ってしまいます。
全国各地の多くの地域公共交通の事業者が負のスパイラルに陥っていると言われてきました（図 -３）。
　こうした負のスパイラルに陥らないように交通政策として、収入減少に対しては補助金の投入、
サービスの低下に対してはコミュニティバスの導入、利用者増加に対しては集客イベントの実施な
どの政策で対応してきました。
　しかし、これで十分な効果があったとは言い難いと考えられます。例えば、補助金の投入といっ
ても路線別に収支が均衡するまでのものであり、路線やダイヤを見直して利用促進を推進するもの
にはなっていない状況でした。
　ところが、近年のこうした負のスパイラルとは異なる状況が出てきました。
　図 -４は国土交通省総合政策局交通計画課で作成された資料です。この図からわかるように全国
の乗合バス（通常のバスです）の輸送人員は平成23年
が最底辺で、これ以降は増加に転じていることがわか
ります。モータリゼーションの進行による自動車型社
会が出来上がることに加えて人口減少や少子化などで
公共交通は負のスパイラルになっている（図 -３）と
言いましたが、実は2011（平成23）年以降のバスの輸送
人員は増加に転じているのです。
　増加している理由は何でしょうか？図 -３　地域公共交通・負のスパイラル
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　いくつかあると思います。
　１つは鉄道のサービス水準が低下し､ 場合によって
は廃線となった際に代替バスが運行されることで、鉄
道からバスに利用者がシフトしたことです。
　２つ目には、近年インバウンドと言われる、海外か
らの観光客の来訪が急増していることの影響です。こ
れまでの有名な観光地だけでなく、かなりマイナーな
場所にまで行かれています。その移動手段はレンタカ
ーもありますが、やはり基本は公共交通の利用です。
そこで鉄道・バスを多く利用されていることが増加要
因になっていると思います。
　そして３つ目です。2013年の交通政策基本法の制定
などの後押しもあり、全国で「やる気」のある事業者は地域の実情を考え、使いやすいサービスを
提供することにより、利用者を増やしているという現状があります。やる気のある公共交通事業者
と旧態依然たる事業者の二極化が進行しているように思います。
　これらの要因により2011（平成23）年以降、バスの利用者は減少しているエリアや路線もあるけ
れども国内全体で見ると増加に転じていると考えられます。
９．利用者が増加している取組とは
　図 -５は京都市交通局が運営している市バスの年度毎の旅客数の推移を見たものです。
　ここでも2009年度頃を底にして、2014年度以降は旅客数が急増していることがわかります。京都市
ですから、インバウンド
の人たちを含めて観光利
用が多いのかというと、
それだけではありません。
　通勤・通学の定期券の
発売数も増加していま
す。定期券ですから、バ
スの沿線に住まわれてい
る方や勤め先のある方が
日常的に利用するために
定期券を購入されていま
す。こうした市民などの
図 -４　近年のバス輸送人員の推移2）
図 -５　京都市バスの旅客数の推移3）
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利用も増加しているということがわかります。京都市交通局は2014年３月に「新運転計画」と呼ば
れる大規模な投資を伴うバスのサービス改善を実施されました。バスの車両も新たに導入して、パ
ターンダイヤ化（利用者が記憶しやすいように決まった間隔で発車するダイヤ）の導入や、バスの
始発・終発を延長して通勤にも使いやすくする、鉄道との乗り継ぎの利便性向上、市内均一運賃区
間の拡大など８つの施策を実施したことが功を奏したわけです。
　公共交通を取り巻く状況が厳しいことで、投資を避けることにより負のスパイラルに陥っている
状況から脱出するためには、需要の動向を見極めて投資を伴うサービス改善に取り組み、利用者増
加を図ることが期待されると考えられます。利用者が多いということは、それだけ地域に役立って
いるという指標にもなります。
10．地域公共交通が提供するサービスと利用促進
　こうした投資を伴う取り組みを進めるためには、公共交通が利用者に提供するサービスを明確に
定義することが必要となります。サービスの定義なしに公共交通の運行を行っていても利用者は増
えるわけではありません。
　人と関わる仕事ですから、「安全」と「接遇」は当然必要です。
　人々が移動する＝交通を行う際に必要となる事柄を整理すると、それが６つの地域公共交通が提
供すべきサービスになります（図 -６）。
　①リンク（路線・系統）です。出発地から目的地まで、どこを経由して移動が行われるのか、に
ついて適正に設計されなければなりません。極端な長大系統や一方向の循環ルートなどの設定を安
易に行うことは避けた方が良い場合があります。
　②ノード・ハブ（バス停・ターミナル・駅）など、バスへの乗車・下車の接点は、まずわかりや
すくなければなりません。その上で待つ空間として可能な限り快適さが求められます。また、停車
するバスや鉄道への乗換なども抵抗が少ないようにダイヤを組み、情報提供なども適切に行われる
場所であることが必要となります。
　③ダイヤ（運行頻度、パターン化、所要時間）
は運行の質を決めるサービスです。先にも述べ
たパターンダイヤは運行頻度の少ない地域では
極めて重要なサービスとなります。他にも早朝
や夜間のダイヤについてもどうするのかを丁寧
に考えることが必要です。また、これまでの交
通計画は通勤 ･ 通学への対応が主だったので、
朝夕を中心とした運行がされてきたと考えられ
ますが、近年では高齢者に移動だけでなく、勤図 -６　地域公共交通が提供する６つのサービス
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務形態も多様になってきたため、昼間時のダイヤや休日のダイヤについても利用促進の視点から検
討を行うことが必要となります。また病院への送迎を目的としている場合は、目的とする病院の受付
け時間を確認して、可能な限り受け付け時間前に到着するようなダイヤを設定する必要があります。
　④運賃は、バス等単独での値頃感だけでなく、目的に到達するまでに利用交通手段の合計の運賃
を視野に入れることが重要かと思います。運賃設定に失敗するとダメージが大きいので、この点は
十分に検討する必要があると思います。
　⑤車両としては、バリアフリーなども必要です。さらに動く広告塔ですから、わかりやすく親し
みが持てるものであることが望ましいと考えられます。
　⑥そして情報提供です。これまで利用者に公共交通を使うための情報が適切に人々に届いていた
のかというと、まだまだ課題が多いのが現状かと思います。バスの営業所で配布されるバス路線図
も、自社路線だけで、目印になる河川などの地形地物の記載がなかったり、他社の路線や鉄道路線、
駅まで無い場合も少なくありません。帯広市を中心にバス利用者を増やしている十勝バス株式会社
では、通院や買物目的の人たちに、どの系統のバスに乗車して、どの停留所で降りると目的とする
病院や商業施設に行くことができるかという丁寧な案内マップを作成されています。こうした利用
者目線での情報提供は、今後もさらに様々なものが開発されていくと考えられます。さらに、近年
の情報技術の進展でバスでは接近表示（バスロケーションシステム）なども極めて安価な設置費用、
運営費用で実現できるようになっています。
　こうした利用者への６つのサービスをバランス良く充実することで、バスの利用が促進されてい
くものと考えられます。
11．利用促進の方策
　この６つのサービス水準の向上により利用促
進をする場合には、①現在は自動車など鉄道や
バス以外の交通手段を使っている人達に対して
地域公共交通への手段転換を促す場合と、②地
域公共交通のサービスが向上したことで、新た
な需要が生まれることの２つがあります。
　利用促進をする場合に、この２つの場合を意
識しておくことが必要です。
　そして実際にバスや鉄道などの利用促進をす
る際に重要な点は、たとえ数が少なくても現在の利用者がいる場合に、その利用者の周囲には似た
状況にある人たちが存在する（潜在的な需要がある）可能性があります（図 -７）。現在はバスで買
物に行っている人と同じような条件のところで、自動車で送迎をしてもらって買物に行く人たちが
図 -７　需要の顕在化
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いる場合があります。こうした人達に対して、バスのサービスを知ってもらうことや体験してもら
うことで、自動車による送迎からバスの利用へ転換してもらうことが期待できます。
　漠然と利用促進の取組を行っても効果は期待できません。どんな人達に使ってもらえるのかを少
しずつ積み上げていくことが重要です。
　こうした公共交通の潜在的な需要については、この他にも幾つかの把握の仕方があります。
　１つは、アンケート調査で目的別・外出頻度別に交通行動を調べて、そこで使われている外出手
段に「自動車による送迎」としている人は、出かける際に送迎をしてくれる人のお世話になる必要
があります。高齢者の場合には、通院などで送迎が多くあるのですが、買物や、友人との交遊など
になると送迎による外出が減少してきます。これは送ってくれる人に対する気兼ねもあるのだと思
います。こうした人達に自分で出かけることができるバスなどの手段を提供すると、これまで潜在
化していた交遊や買物の外出が増加することがあります。
　２つ目には、地域の民生委員や社会福祉協議会の方々から様々な理由で外出困難な人たちの現状
を聴き、バスなどの利用可能性のある人達を地図上にプロットすることで、需要を把握する方法で
す。人口が少ない地域などはこうした方法でも需要を把握することができるように思います。
　３つ目には、実は地域にはバスや鉄道以外に病院や福祉施設などに対する送迎サービスや学校へ
の送迎をしているスクールバスがあります。これらの移動手段とバスとの関係を適切に整理して、
地域全体として移動しやすく、かつコストを抑えることができる仕組みを考えておくことが望まし
いと考えられます。
12．地域公共交通における「赤字」の意味
　こうしてサービス水準の向上に取り組むことで、利用者の増加を実現することが可能となります。
しかし、こうした努力に対して、厳しい意見をいただくことがあります。それは「利用者が増加し
たのであれば、いつになると黒字化できるのか？」というものです。
　我が国の地域公共交通を担ってきたのは民間企業です。公営交通も地方公営企業法にもとづいて
決算主義の経営をしています。従って、収支を重視した経営を行ってきた歴史があります。
　しかし、世界を見渡すと地域公共交通（鉄道）で運賃だけで運営費用を賄っている国・都市は極
めて少数です。モータリゼーション発祥の米国でも、例えばニューヨークの鉄道では運行費用に対
して運賃で賄っている割合は48％（表 -２）に過ぎません。
　我が国以外では、鉄道に対する行政的な補助を投入するのが当たり前になっていることがわかる
かと思います。それは、人々の生活を移動から支える社会資本（インフラ）として認知されている
からです。運賃収入以上の社会的な便益を地域に提供しているから、公的に支えることが一般的に
なっているのです。
　さて、地域公共交通に利用者が増えて、黒字になることは素晴らしいことですが、「赤字」でも役
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割を十分に果たしているのであれば、ダメ出しをされる必要はないと考えられます。
　むしろ、運行費用と運賃収入の収支差を補助金で埋めることを「赤字補填」と言うことは適切で
はないと考えられます。
　その理由は２つあります。
　①収支差を赤字ということにより、政策担当者は赤字削減を目標とする可能性があります。赤字
削減をする方法は、２つあります。１つは収入を増やし収支差を小さくする方法です。２つ目はこ
れよりも簡単な方法です。すなわち、費用を削減することで収支差を小さくする方法です。この方
法だと地域公共交通を運行しないことで出費も無くなり、結果的に赤字を出さないことになります。
経営的に縮小均衡策を考えると、可能な限り運行を削減して経費を押さえることが是となります。
これでは、一体何のために地域公共交通の運行に取り組んでいるのか？ということになります。赤
字対策を考えるとこのように本末転倒の思考に陥るおそれがあります。
　②収支差が赤字であることで、行政支援は収支均衡する額を上限とすることが多く行われていま
す。しかし、本稿で述べているように投資を進めることでサービスの向上を図り利用者を増やすと
いう発想はここからは出てきません。
　こうした点から、先ずは収支差を「赤字」と呼ばずに「地域を支える費用」という言い方が望ま
しいと考えられます。このことをより具体的に考えてみましょう。
13．クロスセクター効果
　地域公共交通があることで、通学を支援するスクールバスの運行が不要になることや、病院への
送迎が不要になることが考えられます。これらのことが、鉄道やバスの社会的な役割として定性的
に語られてきました。しかし、これだけでは「赤字」派の人たちに行政的な支援の重要性を認識い
ただくことは困難です。
　そこで、地域公共交通が無くなる場合に、他の行政分野から人々の移動や生活を支えるために必
要となる経費の算出をしました。通常、これをクロスセクターベネフィットと言います。クロスセ
表 -２　欧米各都市における都市鉄道の運賃回収率4）
都　　市 運賃回収率（％） 都　　市 運賃回収率（％）
ロンドン（地下鉄） 125 ストックホルム 47
リヴァプール 87 マドリッド 51
リヨン 50 ローマ 23
パリ 65 ウィーン 60
フランクフルト 42 ニューヨーク 48
ハンブルグ 71 ボストン 28
アムステルダム 35 ポートランド 23
ブリュッセル 33 モントリオール 48
運賃回収率：運航費用に対する運賃の割合（不足分は行政的補助で充当）
出典：Jane’s Urban Transport System, 2014-2015
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クターベネフィットは「ある部門で実施された政策が、他部門
に利益をもたらすこと」と定義されますが、ここでは地域公共
交通が無くなることで出費の増加を算定することにしたので
「クロスセクター効果」ということにしています。
　このクロスセクター効果を実際に兵庫県のＫ市で協力をいた
だき算定をしました。市では地域公共交通を運行するために年
間約5,000万円の予算を投入しています。そして、この支援が無
くなることで、医療・福祉・商業・教育・観光・建設等12の行
政部門から別途の予算投入が必要となり、その合計金額が約４
億円になることが明らかになりました。
　クロスセクター効果の計算過程について、詳しくは参考文献５）
を参照いただきたいのですが、かなり大きな効果があることが
確認できました。４億円は過大ではないか、という意見もいた
だきました。スクールバスと病院送迎バスを一緒にすれば経費を下げることができますから、確か
に過大な計算結果かも知れません。しかし、スクールバスと病院送迎バスを共通化して、更に買物
支援等の複数の機能を一緒に運行するとさらに費用は下がります。12分野全てを統合すると現在運
行しているバスと鉄道になり、その補助金の約5,000万円になるわけですから、実際のクロスセクタ
ー効果は４億円と5,000万円の間にあるものと考えられます。
　こうした定量的なデータを提示することで、「赤字の公共交通交通への支援」「赤字補填」という、
後ろ向きの批判に対して、この政策の正当性を明確に示すことができると考えられます。
　あるいは、赤字の公共交通への支援を行う行政に対する訴訟などでも対応する論理を構築するこ
とが可能になると考えられると思います。
　こうしたクロスセクター効果を算定する試みは、先程紹介した兵庫県Ｋ市だけでなく、近年は多
くの都市で算定をいただくようになってきています。また、国土交通省総合政策局や各地の運輸局
でも収支差に対して「赤字補填」というのではなく「地域を支える費用」であるとしてクロスセク
ター効果について注目６）をいただくようになってきました。
　皆様のまちでも、是非とも地域公共交通が持つクロスセクター効果について算出いただければと
思います。先に述べた兵庫県Ｋ市については内陸部の人口４万人のまちですが、過疎地や、大都市
近郊部では少し算出の方法や結果も異なるように思います。算定事例を増やすことで、より算出し
やすい手引なども作成できればと考えています。
14．まちづくりと連携
　人口減少社会の到来を避けることはできません。
図 -８　クロスセクター効果の概念
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　本稿では、人口減少→総交通量減少の時代に必要とされる交通政策について議論を展開してきま
した。しかし、これからの暮らしやすい社会のデザインが交通政策だけでできるのというと、答えは
簡単ではありません。交通は人々の活動や気持を現実空間においてつなげて行くものです。だから
交通が行われる前提である、人々の暮らしのあり方、活動、そして気持のあり方と関係してきます。
　高度経済成長期の様に、人口を分散し、移動の手段として自動車に頼る都市構造やライフスタイ
ルから大きく転換して、道路や商業施設など生活に不可欠なインフラが整った地域に可能な限り集
まって生活することが期待されます。これがコンパクトなまちづくりと言われるものです。こうし
た都市構造を支えるための地域公共交通のネットワークの構築も必要とされています。
　ただ、コンパクトなまちづくりは理念としてわかりやすいのですが、それを実現する道筋はまだ
まだ十分に見えるものとはなっていないのが現状です。しかし、現状以上に市街地を拡大をするこ
とを避けるだけでも、今後必要となるコンパクトなまちづくりや、人々の集積に対して大きな効果
が期待できます。こうしたまちづくりの政策と地域公共交通政策が連動して、人々にとって暮らし
やすいまちが実現できることが期待されます。
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